
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2026-10-06

地域金融機関による地方創生と地域連携 : 取り組み
意欲は高いが連携に課題も

(Citation)
地域づくり : 明日をひらく地域活性化のための情報誌,355:2-5

(Issue Date)
2019-01

(Resource Type)
article

(Version)
Version of Record

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/90006494

家森, 信善



特 集
期
待
さ
れ
る
地
域
金
融
機
関
の
地
方
創
生

金
融
庁
の
「
中
小
・
地
域
金
融
機
関
向
け
の
総
合
的
な

監
督
指
針
」
で
、「
顧
客
企
業
の
発
展
の
た
め
に
は
、
地

域
や
広
域
の
活
性
化
策
の
中
に
、
当
該
企
業
や
取
引
先
を

戦
略
的
に
位
置
づ
け
支
援
す
る
こ
と
が
有
益
で
あ
る
。
そ

の
た
め
に
は
、
地
方
公
共
団
体
、
商
工
関
係
団
体
等
と
の

連
携
が
必
要
で
あ
り
、
特
に
、
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す

る
計
画
的
で
継
続
的
な
取
り
組
み
と
の
有
機
的
連
携
が
重

要
で
あ
る
」
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
「
監
督
指
針
」
で
は
、「
顧
客
企
業
の
経
営
目

標
の
実
現
や
経
営
課
題
の
解
決
に
向
け
て
…
適
時
に
最
適

な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
案
す
る
。
そ
の
際
、
必
要
に
応

じ
、
顧
客
企
業
の
立
場
に
立
っ
て
、
他
の
金
融
機
関
、
外

部
専
門
家
、
外
部
機
関
等
と
連
携
す
る
と
と
も
に
、
国
や

地
方
公
共
団
体
の
中
小
企
業
支
援
施
策
を
活
用
す
る
」
こ

と
が
指
摘
さ
れ
、
具
体
的
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
事
例
と
し

て
自
治
体
と
連
携
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
の
取
り
組

み
な
ど
が
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
顧
客
の
中
小
企
業
を
支
援
す
る
際
に
、

自
治
体
な
ど
の
地
域
の
諸
機
関
と
連
携
す
る
こ
と
が
地
域

金
融
機
関
に
期
待
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
よ
く
わ
か
る
。

た
だ
し
、
地
域
金
融
機
関
の
連
携
の
重
要
性
・
必
要
性

は
顧
客
企
業
の
支
援
に
と
ど
ま
ら
な
い
。「
監
督
指
針
」

で
は
、
わ
ざ
わ
ざ
「
地
域
の
面
的
再
生
へ
の
積
極
的
な
参

画
」
と
い
う
項
目
を
立
て
て
、「
地
域
金
融
機
関
は
、
成

長
分
野
の
育
成
や
産
業
集
積
に
よ
る
高
付
加
価
値
化
な
ど

の
地
域
の
面
的
再
生
に
向
け
た
取
り
組
み
に
積
極
的
に
参

画
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
」
と
し
た
上
で
、「
例

え
ば
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
地
域
活
性
化
に
関
す
る
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
し
て
情
報
・
ノ
ウ
ハ
ウ
・
人
材
を
提
供

す
る
こ
と
、
地
方
公
共
団
体
や
中
小
企
業
関
係
団
体
及
び

地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
等
の
関
係
機
関
と
連
携
し
な

が
ら
地
域
的
・
広
域
的
な
活
性
化
プ
ラ
ン
を
策
定
す
る
こ

と
等
に
よ
り
、
地
域
の
面
的
再
生
に
向
け
て
積
極
的
な
役

割
を
果
た
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
」
と
指
摘
し
て

い
る
。

こ
の
よ
う
に
地
域
金
融
機
関
に
は
顧
客
企
業
へ
の
支
援

金
融
機
関
と
地
域
活
性
化

地
域
金
融
機
関
に
よ
る
地
方
創
生
と
地
域
連
携

―
取
り
組
み
意
欲
は
高
い
が
連
携
に
課
題
も
―
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は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
地
域
全
体
を
活
性
化
す
る
役
割
も

期
待
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

地
方
創
生
へ
の
現
場
の
高
い
意
識

筆
者
は
、
２
０
１
５
年
７
月
か
ら
２
０
１
７
年
６
月
ま

で
の
期
間
、
独
立
行
政
法
人
・
経
済
産
業
研
究
所
に
お
い

て
フ
ァ
カ
ル
テ
ィ
フ
ェ
ロ
ー
と
し
て
「
地
方
創
生
に
向
け

て
地
域
金
融
に
期
待
さ
れ
る
役
割
―
地
域
経
済
で
の
雇

用
の
質
向
上
に
貢
献
す
る
た
め
の
金
融
を
目
指
し
て
―
」

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
し
た
。そ
の
研
究
活
動
の
一
環
で
、

２
０
１
７
年
１
月
に
「
現
場
か
ら
み
た
地
方
創
生
に
向
け

た
地
域
金
融
の
現
状
と
課
題
に
関
す
る
実
態
調
査
」（
支

店
長
ア
ン
ケ
ー
ト
と
略
称
す
る
）
を
実
施
し
た
。
こ
の
調

査
で
は
、
全
国
の
地
域
金
融
機
関
の
支
店
長
７
０
０
０
人

に
調
査
票
を
送
付
し
、
２
８
５
８
人
か
ら
回
答
を
得
る
こ

と
が
で
き
た
。
詳
し
く
は
、
家
森
（
２
０
１
８
）
を
参
照

し
て
ほ
し
い
。

こ
の
調
査
の
中
で
、「
金
融
機
関
は
地
方
創
生
に
貢
献

す
べ
き
で
あ
る
」
と
い
う
文
へ
の
共
感
度
を
尋
ね
た
と
こ

ろ
、
回
答
の
あ
っ
た
２
７
９
１
人
の
内
、
49
・７
％
が
「
強

く
共
感
」、
47
・５
％
が
「
あ
る
程
度
共
感
」
と
回
答
し
て

お
り
、「
ほ
と
ん
ど
共
感
し
な
い
」
や
「
全
く
共
感
し
な

い
」
は
あ
わ
せ
て
も
１
・
８
％
に
と
ど
ま
っ
た
。
つ
ま
り
、

地
域
金
融
機
関
の
支
店
長
の
ほ
ぼ
全
員
が
、
地
方
創
生
に

貢
献
す
る
こ
と
を
自
ら
の
使
命
と
捉
え
て
い
る
こ
と
が
確

認
で
き
た
。

ま
た
、「
経
営
に
問
題
を
抱
え
た
企
業
を
支
え
る
の
は

金
融
機
関
の
使
命
で
あ
る
」
に
つ
い
て
も
、
回
答
の
あ
っ

た
２
７
８
６
人
の
内
、「
強
く
共
感
」
が
46
・
９
％
、「
あ

る
程
度
共
感
」
が
50
・
７
％
と
、
や
は
り
ほ
ぼ
す
べ
て
の

支
店
長
が
顧
客
企
業
に
対
す
る
支
援
を
自
ら
の
使
命
で
あ

る
と
捉
え
て
い
る
こ
と
も
確
認
で
き
た
。

一
方
で
、
地
方
自
治
体
と
の
連
携
の
課
題
も
明
ら
か
に

な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
本
調
査
で
、「
顧
客
企
業
を
支
援

す
る
際
に
、
国
や
地
方
自
治
体
（
外
郭
団
体
を
含
む
）
と

協
働
（
補
助
金
の
利
用
、
技
術
支
援
セ
ン
タ
ー
利
用
、
制

度
融
資
の
利
用
な
ど
を
含
み
ま
す
）
す
る
上
で
、
こ
れ
ま

で
に
経
験
し
た
障
害
」
を
尋
ね
て
み
た
。
そ
の
結
果
が
、

図
表
１
で
あ
る
。
も
っ
と
も
多
い
回
答
が
「
利
用
の
手
続

き
が
煩
雑
で
あ
る
」
で
、「
ど
の
よ
う
な
施
策
が
あ
る
の

か
わ
か
り
に
く
い
」
や
「
制
度
が
頻
繁
に
変
更
に
な
り
、

適
用
可
能
か
判
断
し
に
く
い
」
が
続
い
て
い
た
。

こ
う
し
た
支
援
策
の
最
終
的
な
ユ
ー
ザ
ー
は
中
小
企
業

で
あ
る
が
、
そ
う
し
た
制
度
の
存
在
を
企
業
に
知
ら
せ
る

上
で
地
域
金
融
機
関
の
役
割
は
重
要
で
あ
る
。
そ
の
彼
ら

の
多
く
が
、
現
行
制
度
が
「
わ
か
り
に
く
い
」「
判
断
し

に
く
い
」
と
感
じ
て
い
る
と
い
う
事
実
は
、
制
度
運
用
上

の
大
き
な
課
題
だ
と
言
え
る
。
そ
の
た
め
に
は
、筆
者
は
、

行
政
と
地
域
金
融
機
関
が
支
援
策
の
構
築
の
時
点
か
ら
連

携
す
る
こ
と
が
効
果
的
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

金
融
機
関
が
期
待
す
る
自
治
体
と
の
連
携

筆
者
は
、
上
記
の
支
店
長
ア
ン
ケ
ー
ト
と
は
別
に
、
全

国
の
金
融
機
関
５
２
０
社
の
本
店
・
本
社
に
対
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
（
以
下
、
本
店
ア
ン
ケ
ー
ト
）
を
２
０
１
７

年
１
～
２
月
に
実
施
し
、
２
８
０
社
（
信
用
金
庫
１
５
０

社
、
信
用
組
合
85
社
、
地
方
銀
行
27
社
、
第
二
地
方
銀
行

16
社
、
都
市
銀
行
等
２
社
）
か
ら
の
回
答
を
得
る
こ
と
が

で
き
た
。
詳
し
く
は
、
家
森
・
冨
村
（
２
０
１
７
）
お
よ

び
家
森
・
冨
村
・
尾
島
・
朱
（
２
０
１
７
）
を
参
照
し
て

ほ
し
い
。

前
述
し
た
よ
う
に
支
店
長
の
ほ
と
ん
ど
が
地
方
創
生
へ

の
使
命
感
を
持
っ
て
い
る
が
、
こ
の
本
部
ア
ン
ケ
ー
ト
で

「
貴
社
の
社
訓
、
経
営
理
念
、
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
な
ど
に
、

『
地
元
企
業
や
地
域
経
済
へ
の
貢
献
』
と
い
っ
た
観
点
は

含
ま
れ
て
い
ま
す
か
」
と
尋
ね
て
み
た
と
こ
ろ
、
回
答
金

融
機
関
２
８
０
社
の
内
、
２
６
４
社
は
「
地
元
企
業
や
地

域
経
済
へ
の
貢
献
」
と
い
っ
た
観
点
が
「
明
示
的
に
含
ま

れ
て
い
る
」
と
回
答
し
て
お
り
、「
暗
黙
的
に
あ
る
い
は

間
接
的
に
含
ま
れ
て
い
る
」
を
選
択
し
た
８
社
を
加
え
る

と
、
２
７
２
社
と
な
る
。
ほ
ぼ
全
て
の
金
融
機
関
が
地
方

創
生
を
経
営
理
念
に
据
え
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
確
認
で

き
た
。

本
部
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、「
過
去
５
年
間
に
、
貴
社
の

本
店
所
在
地
の
地
方
自
治
体（
都
道
府
県
お
よ
び
市
町
村
）

の
創
業
支
援
、
お
よ
び
商
工
・
産
業
振
興
施
策
全
般
の
変

利用の手続きが煩雑である 45.0%
どのような施策があるのかわかりにくい 41.6%
制度が頻繁に変更になり、適用可能か判断しにくい 33.8%
審査などに時間がかかりすぎる 24.2%
どこに相談すればよいのか、わかりにくい 20.2%
行政機関の横の連携が弱い 14.9%
担当者の知識・経験が乏しい 12.4%
現場の実態と乖離した制度・対応が多い 11.5%
熱意のない担当者が多い 9.2%
対応結果（たとえば、申請の不採択）についての十分な説明がない 8.0%
協働の機会はあるが、障害を感じたことはない 7.4%
回答数 2,756

図表 1　地方自治体等との協働での障害

（注）選択率の多い順に主な結果を並べている。
（出所）家森（2018）。
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化
」に
つ
い
て「
積
極
化
」「
や
や
積
極
化
」「
横
ば
い
」「
や

や
消
極
化
」「
消
極
化
」の
５
段
階
で
評
価
し
て
も
ら
っ
た
。

「
積
極
化
」
も
し
く
は
「
や
や
積
極
化
」
し
た
と
の
回
答

数
（
総
数
は
２
８
０
社
）
を
見
て
い
く
と
、
都
道
府
県
の

創
業
支
援
が
２
１
１
社
、
産
業
振
興
施
策
全
般
が
２
１
９

社
、
市
町
村
の
創
業
支
援
が
２
１
９
社
、
産
業
振
興
施
策

全
般
が
２
０
６
社
で
あ
り
、
大
半
の
金
融
機
関
が
地
元
の

自
治
体
の
創
業
支
援
や
産
業
振
興
の
姿
勢
に
つ
い
て
好
意

的
に
評
価
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

金
融
機
関
か
ら
見
て
「
今
後
、
自
治
体
と
の
連
携
を
強

化
し
た
い
分
野
」を
尋
ね
て
み
た
結
果
が
図
表
２
で
あ
る
。

全
体
の
結
果
を
見
る
と
、
最
も
多
い
の
が
80
％
を
超
え
て

い
る
「
中
小
企
業
の
経
営
力
の
強
化
」
で
、少
し
差
が
あ
っ

て
、「
事
業
承
継
」や「
地
域
経
済
を
担
う
人
材
の
育
成（
創

業
者
教
育
な
ど
を
含
む
）」
が
続
い
て
い
る
。「
強
化
し
た

い
分
野
は
な
い
」
と
い
っ
た
回
答
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
金

融
機
関
が
自
治
体
と
の
連
携
に
期
待
し
て
い
る
こ
と
が
わ

か
る
。

こ
の
表
に
は
、
金
融
機
関
の
本
店
の
所
在
地
別
に
回
答

を
整
理
し
た
結
果
も
示
し
て
い
る
が
、
地
域
に
よ
っ
て
興

味
深
い
違
い
が
見
ら
れ
る
。
ま
ず
、「
都
市
圏
」
で
は
「
事

業
承
継
」
を
あ
げ
る
回
答
社
が
78
・
３
％
と
、「
大
都
市
圏
」

の
54
・５
％
に
比
べ
て
非
常
に
高
い
点
が
特
徴
的
で
あ
る
。

ま
た
、「
そ
の
他
地
域
」
で
は
、「
商
店
街
の
活
性
化
」
が

62
・
６
％
と
非
常
に
高
い
。
本
特
集
で
は
、
様
々
な
地
域

金
融
機
関
の
取
り
組
み
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
が
、
地
域
に

よ
っ
て
課
題
が
異
な
る
の
で
、
当
然
な
が
ら
取
り
組
み
内

容
も
多
様
に
な
る
は
ず
で
あ
る
。
あ
る
地
域
の
金
融
機
関

が
熱
心
に
取
り
組
ん
で
成
果
を
出
し
て
い
る
分
野
だ
か
ら

と
い
っ
て
、
別
の
地
域
の
金
融
機
関
が
優
先
し
て
取
り
組

む
べ
き
も
の
と
は
限
ら
な
い
の
で
あ
る
。

金
融
機
関
と
自
治
体
連
携
が 

効
果
的
な
分
野

本
店
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
７
つ
の
分

野
に
つ
い
て
自
治
体
と
の
連
携
の
効
果

に
つ
い
て
の
評
価
を
４
段
階
で
尋
ね
て

い
る
。
そ
の
回
答
状
況
を
整
理
し
た
の

が
図
表
３
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、「
非

常
に
効
果
的
」
あ
る
い
は
「
効
果
は
あ

る
」
を
選
択
し
た
社
の
比
率
を
「
有
効

率
」
と
表
記
し
て
い
る
。

多
く
の
金
融
機
関
か
ら
連
携
が
「
有

効
」
と
評
価
さ
れ
て
い
る
項
目
は
、「
中

小
企
業
の
経
営
力
の
強
化
」
と
「
地
域

経
済
を
担
う
人
材
の
育
成
（
創
業
者
教

育
な
ど
を
含
む
）」で
あ
っ
た
。こ
れ
は
、

図
表
２
の
上
位
項
目
と
同
じ
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
取
り

組
み
で
効
果
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
こ
れ
か
ら
も
一
層
取
り

組
ん
で
み
た
い
と
い
う
こ
と
な
の
で
あ
ろ
う
。

こ
の
質
問
の
選
択
肢
に
は
、「
該
当
す
る
取
り
組
み
は

な
い
」
を
用
意
し
て
い
た
の
で
、
そ
の
選
択
率
に
つ
い
て

も
図
表
３
に
示
し
て
い
る
。「
中
小
企
業
の
経
営
力
の
強

化
」
に
つ
い
て
自
治
体
と
の
連
携
し
た
取
り
組
み
が
な
い

と
い
う
金
融
機
関
は
２
割
以
下
で
あ
る
が
、「
企
業
誘
致
」

で
は
半
数
の
金
融
機
関
が
取
り
組
ん
で
い
な
い
と
答
え
て

い
る
。
特
徴
的
な
の
は
、
商
店
街
の
活
性
化
で
あ
る
。
取

り
組
ん
で
い
な
い
と
い
う
回
答
は
３
割
以
下
で
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
有
効
だ
と
い
う
回
答
も
25
％
に
満
た
な
い

の
で
あ
る
。
残
念
な
が
ら
、
商
店
街
の
活
性
化
に
つ
い
て

は
、取
り
組
み
の
割
に
結
果
が
出
て
い
な
い
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
表
に
は
掲
載
し
て
い
な
い
が
、
金
融
機
関
の
立

地
別
に
見
る
と
、
商
店
街
の
活
性
化
に
つ
い
て
の
連
携
し

た
取
り
組
み
が
な
い
比
率
は
、「
大
都
市
圏
」で
は
35
・８
％
、

「
都
市
圏
」
で
は
40
・０
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、「
そ
の
他

地
域
」
で
は
22
・
９
％
で
あ
り
、「
そ
の
他
地
域
」
の
金
融

機
関
が
よ
り
熱
心
に
商
店
街
の
活
性
化
の
た
め
に
自
治
体

と
連
携
し
て
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。

地
方
創
生
へ
の
金
融
機
関
の
積
極
姿
勢

支
店
長
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
現
場
の
責
任
者
で
あ
る
支
店

長
の
個
人
的
な
地
方
創
生
へ
の
見
解
を
尋
ね
た
が
、
本
店

ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
金
融
機
関
と
し
て
の
見
解
を
尋
ね
て
み

た
。
そ
の
回
答
結
果
が
図
表
４
で
あ
る
。「
あ
ま
り
関
与
し

た
い
と
思
わ
な
い
」
と
の
回
答
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、「
自
治

体
の
要
請
に
応
え
て
対
応
し
て
い
る
」
や
「
自
治
体
に
積

極
的
に
協
力
し
て
い
る
」
と
い
っ
た
回
答
が
大
半
で
あ
る
。

　 全体 大都市圏 都市圏 その他
中小企業の経営力の強化 84.4% 83.6% 78.3% 86.2%
事業承継 62.7% 54.5% 78.3% 60.9%
地域経済を担う人材の育成 62.0% 50.9% 65.2% 64.9%
商店街の活性化 56.2% 43.6% 47.8% 62.6%
新産業の育成 50.7% 34.5% 58.7% 54.0%
地域の将来計画の策定 31.9% 34.5% 21.7% 33.9%
企業誘致 26.1% 20.0% 28.3% 27.6%
地域経済の調査・研究 20.7% 30.9% 13.0% 19.5%
強化したい分野はない 1.8% 3.6% 2.2% 1.1%

回答数 276 55 46 174

図表 2　金融機関が自治体との連携強化を希望する分野

（注）「大都市圏」は東京、大阪、名古屋圏。「都市圏」は、大都市圏を除く
都市圏。

（出所）家森・冨村・尾島・朱（2017）。

有効率 取り組み無し率 有効回答数
中小企業の経営力の強化 48.0% 19.3% 269
地域経済を担う人材の育成 47.0% 25.9% 270
地域の将来計画の策定 30.7% 31.5% 267
新産業の育成 29.4% 39.8% 269
商店街の活性化 23.8% 28.3% 269
地域経済の調査・研究 21.6% 40.1% 269
企業誘致 13.1% 50.0% 268

図表 3　金融機関による自治体との連携の評価

（注）「非常に効果的」あるいは「効果はある」を選択した社の比率を有効
率と表記した。

（出所）家森・冨村・尾島・朱（2017）。
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ま
た
、
表
に
は
示
し
て
い

な
い
が
、「
経
営
陣
は
地
方

創
生
に
取
り
組
む
決
意
を

持
っ
て
い
る
」
に
イ
エ
ス

と
回
答
し
た
の
が
約
７
割

（
２
７
１
社
中
１
８
３
社
）

で
あ
っ
た
。
業
態
別
に
イ
エ

ス
の
比
率
を
比
べ
る
と
、
地

方
銀
行
で
は
９
割
を
超
え
る

が
、
第
二
地
方
銀
行
や
信
用

金
庫
で
は
７
割
台
で
、
信
用

組
合
で
は
５
割
を
切
る
な

ど
、
業
態
に
よ
っ
て
取
り
組
み
姿
勢
に
違
い
が
あ
る
。
下

位
業
態
ほ
ど
、
地
方
の
面
的
な
支
援
を
含
む
地
方
創
生
は

荷
が
重
い
の
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
金
融
機

関
が
自
ら
の
状
況
に
応
じ
た
取
り
組
み
を
考
え
、
実
行
す

る
べ
き
で
あ
り
、や
れ
る
こ
と
は
少
な
く
な
い
の
で
あ
る
。

地
方
創
生
へ
の
取
り
組
み
事
例

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
は
、
定
期
的

に
、
金
融
機
関
と
地
方
公
共
団
体
と
が
連
携
し
て
地
方
創

生
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
例
を
紹
介
し
て
お
り
、
各
金
融

機
関
や
自
治
体
が
新
し
い
取
り
組
み
を
始
め
る
際
に
参
考

に
な
る
１
。

こ
こ
で
は
、
同
事
例
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
、
愛
知
県

の
西
尾
信
用
金
庫
の
「
に
し
し
ん
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
・
も
の

づ
く
り
コ
ン
テ
ス
ト
」（
本
年
度
は
11
月
４
日
開
催
）
の

取
り
組
み
を
紹
介
す
る
（
写
真
）。
こ
れ
は
、
２
０
１
０

年
に
「
西
三
河
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
・
起
業
家
コ
ン
テ
ス
ト

２
０
１
０ 

」
と
し
て
始
ま
り
、
２
０
１
３
年
に
は
「
愛

知
県
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
・
起
業
家
コ
ン
テ
ス
ト
」
と
し
て
実

施
さ
れ
、
２
０
１
８
年
の
開
催
が
７
回
目
と
な
っ
た
。

２
０
１
５
年
に「
第
３
回
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
連
携
表
彰
」

（
経
済
産
業
省
・
文
部
科
学
省
に
よ
る
共
同
実
施
）
で
優

秀
賞
を
受
け
て
い
る
。

こ
の
事
業
で
は
、
職
業
教
育
を
主
と
す
る
専
門
学
科
の

地
元
高
校
生
（
２
０
１
８
年
の
コ
ン
テ
ス
ト
で
は
機
械
、

電
子
・
電
気
・
情
報
学
科
に
焦
点
を
当
て
て
い
る
）
に
資

金
を
提
供
し
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
（
商
品
開
発
お
よ
び

実
際
の
販
売
を
ふ
く
む
）
を
実
践
し
て
も
ら
う
も
の
で
あ

る
。
そ
の
プ
ロ
セ
ス
で
信
用
金
庫
の
役
職
員
が
指
導
し
た

り
、
信
用
金
庫
の
顧
客
企
業
を
紹
介
す
る
こ
と
で
技
術
的

な
支
援
や
販
路
開
拓
を
行
っ
た
り
し
て
い
る
。

筆
者
も
２
０
１
０
年
の
第
１
回
コ
ン
テ
ス
ト
か
ら
審
査

委
員
長
と
し
て
参
加
し
て
い
る
が
、
ユ
ニ
ー
ク
な
ア
イ
デ

ア
に
い
つ
も
驚
い
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
２
０
１
７
年
コ

ン
テ
ス
ト
で
は
、
半
田
工
業
高
校
の
電
動
車
い
す
の
製
作

が
最
優
秀
賞
を
獲
得
し
て
い
る
が
、
障
害
者
の
不
便
を
技

術
で
サ
ポ
ー
ト
し
よ
う
と
い
う
高
校
生
の
若
い
感
性
と
学

ん
だ
技
術
を
生
か
し
た
作
品
で
あ
っ
た
。

主
催
者
の
西
尾
信
用
金
庫
に
と
っ
て
直
ち
に
貸
し
出
し

が
増
え
る
取
り
組
み
で
は
な
い
が
、
地
元
の
高
校
生
が
ビ

ジ
ネ
ス
や
も
の
作
り
に
関
心
を
持
っ
て
く
れ
た
り
し
て
、

地
元
の
高
校
が
活
性
化
す
れ
ば
、
長
い
目
で
地
域
経
済
の

活
性
化
に
つ
な
が
る
は
ず
で
あ
る
。

そ
う
し
た
地
道
な
取
り
組
み
が
全
国
で
展
開
さ
れ
る
こ

と
も
期
待
し
た
い
。
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3．自治体の要請に応えて対応している 54.2%
2．自治体に積極的に協力している 48.7%
5．関与したいが自治体からの要請がない 14.9%
1．自治体をリードしている 10.2%
6．関与したいが、能力・余力がない 7.6%
4．あまり関与したいと思わない 2.2%

図表 4　地方創生への金融機関の姿勢

（注）有効回答社は 275 社。
（出所）家森・冨村・尾島・朱（2017）。
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